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１．今なぜ農業開発協力か

開発協力が途上国の経済社会発展のお手伝いだとすれば、その主

要産業である農林水産業と農村地域の開発（以下「農業開発」と略

す）が重要分野となるのは自然なことである。事実、農業開発協力

は1970年代前半の世界食糧危機を契機に本格化し、大規模灌漑
かんがい

プロ

ジェクトや技術援助も集中して、アジアの「緑の革命」の原動力と

もなった。世銀融資の3割近くを農業投資が占めたこともある。

しかし1980年代に入ると世界の農産物は過剰気味となり、80年代

半ば以降は徐々に減少することになった。90年代に入ると国際社会

の主な関心は環境や持続的開発へと移り、農業開発協力もこうした

観点から再編成を迫られるようになる。2000年にはミレニアム開発

目標（MDGs）が貧困削減を前面に打ち出し、農業開発はさらに影

が薄くなった感がある。それがなぜ今また農業開発協力なのか。

理由の1つは、MDGsの最大目標である貧困対策で農業開発が大

きな役割を担うと想定されるからである。現在の世界の貧困問題は、

ますます特殊な地域（サブサハラアフリカ、紛争地域、遠隔地等）

の特殊なグループ（高齢者、少数民族、低学歴層、女性等）に集中

する傾向があり、その多くが農村部に住んでいる。これらの人々は、

社会経済的に何重にもハンディキャップを負っており、一般的な社

会投資や援助の効果が及びにくい。都会に就業や就学の機会を作っ

ても、高齢で低学歴の下層農業労働者には縁がない。農業開発はま

ず最貧層が最も必要とする食料の供給に貢献でき、わずかでも所得

増大機会を与えることが期待できる。工業部門の投資より農業部門

の方が貧困解消の乗数効果が大きいという最近のFAO（国連食糧

農業機関）の研究成果もある。
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もうひとつの理由は、世界の資源・環境問題

の多くが農林水産業と密接に関連していること

である。森林の減少や砂漠化には途上国の農村

住民が深くかかわっており、その対策には彼ら

の協力が欠かせない。世界の水資源問題の解決

には、地表有効水の7割を使用する農業用水の

効率利用や汚染対策が不可欠である。さらに最

近はエネルギー供給や温暖化防止の観点から農

産物で作るエタノールやディーゼルなどのバイ

オ燃料が注目されている。貧困対策としてのみ

ならず、環境やエネルギー安全保障としての途

上国農業開発協力も必要になる可能性がある。

２．どこで誰がどのような農業開発協力

を必要としているのか

現在、農業開発協力を必要としている地域や

人々は大きく分けて2通りあろう。1つはサブサ

ハラアフリカ（SSA）に代表される貧困と飢え

が著しい地域の人々である。SSAでは総人口の

64％が農村部に住んでいるが、地域紛争、干ば

つなどにより食料不足が慢性化しており、2001

～2003年には全人口の3分の1にあたる約2億人

が栄養不足にあると推定されている。これらの

地域では、主要食料の生産・供給能力と農業所

得の向上のための支援が緊急の課題である。

しかし、この地域での農業開発協力には大き

なジレンマがある。それは、これらの諸国が

往々にして近年の紛争地域であるため、長期の

事業期間を必要とする大型の農業開発投資プロ

ジェクトにはリスクがあり、当面の問題解決に

はなりにくいことである。また、相対的に人口

が希薄で水資源が少ないため、コスト面からも

労働・資本集約的農業を持ち込めるところは限

られる。飢餓に直面している人達へは緊急食料

援助で対応し、農業開発協力も選択と集中を図

るといった柔軟な対応が必要である。わが国と

しては、国際的農業研究センターと協力しての

研究開発や普及、政治的に安定した国での基本

食料増産と換金作物の導入のための資金や技術

の援助、そして人々の能力向上に焦点を当てた

コミュニティレベルの農村開発支援などが考え

られよう。

農業開発協力を必要とするもう1つの地域･

人々は、アジアや中南米の貧しい農村部の人々

である。これらの地域では国全体としては、食

料と栄養の状況は著しく改善されてきており、

南アジアを除くと栄養不足人口は全人口の1割

程度まで低下し、食料供給自体は大きな問題で

はなくなりつつある。しかし、他方で農産物価

格の低迷もあって農民の所得はあまり増加せ

稲の収穫を手伝う青年協力隊員（セネガル）
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ず、貧困問題自体は解消していない。むしろ都

市との格差が急速に拡大して社会問題となるケ

ースも多い。また、耕地拡大による森林減少や

水資源の不足、農業排水による水質汚
お

濁
だく

など環

境や資源への影響も懸念され始めている。

これらの地域では、環境や資源問題に配慮し

た農家所得の向上のためのさまざまな多目的援

助協力が必要になろう。例えば節水型・環境保

全型農業に関する技術協力、村づくりなどコミ

ュニティ活動支援、収穫後の品質管理や流通加

工の技術支援などが挙げられる。また、少し観

点は異なるが、わが国の食料･エネルギーの安

定供給という点から、中南米やアジア諸国のバ

イオ燃料の生産・加工に対する資金や技術協

力、アジアでの鳥インフルエンザなど越境型病

害防止に関する協力は今後一層重要になろう。

３．農業開発協力における民間セクター

の役割

民間セクターは、コンサルタントやコントラ

クターとして、農業プロジェクトの調査企画や

資材調達、工事の請負等を行うほか、NGOと

いう形で開発協力に参画している。しかし、最

近の農業開発協力はインフラ整備などのハード

面から人づくり･コミュニティ開発といったソ

フト面へ中心が移り、前者の形での役割は縮小

している。今後も社会開発や貧困対策、特に

SSAのそれが開発援助の中心であり続けるとす

れば、NGOの役割は増えるが、民間企業の役

割は縮小するという傾向が続くと考えられる。

ただ、近年の情勢変化を背景に開発協力の重

点が貧困対策一辺倒ではなくなり、民間企業が

農業開発協力の分野で活躍する機会が拡大する

可能性は十分ある。

その1つは、節水型･資源節約型投資に関する

ものである。水資源の不足を懸念する中国や南

西アジアはもとより、東南･南アジアも20～30

年前に建設された灌漑
かんがい

施設が更新時期を迎えて

いる。効率的な農業用排水システム･機器への

需要は少なくないであろう。

2つ目は、バイオ燃料に関するものである。今

後、技術革新によるコストダウンと温暖化防止

の観点からの政策支援が加速すれば、サトウキ

ビ、トウモロコシ、油糧種子などがバイオ燃料

の原料として使用される量が急増する可能性が

高い。事実、欧米やブラジルのみならず中国や

インドでもその生産と使用が始まっている。バ

イオ燃料は、よりクリーンで再生可能なエネル

ギーであり、他の途上国についてもその技術移

転や生産・流通に関するさまざまな協力要請が

増えよう。

3つ目は食品や農産物の安全に関するもので

ある。近年は、アジア途上国を中心に食品の安

全性に対する関心が高まっており、輸出国なら

ずともISOやGAP（適正農業規範）あるいは有

機農産物に関する認証を持とうとする食品関連

企業も多い。わが国も食品安全に関する先進国

として、あるいは食料輸入大国としてこの分野

での協力が求められよう。

4つ目として、近年急速に進む温暖化防止の

観点から、排出権取引の対象として途上国での

植林や農産物廃物利用などへの協力も重要性を

増しつつあり、この点でも民間企業の協力が不

可欠となろう。

長く低迷した農業開発協力だが、貧困対策だ

けでなく、これまでとは少し違った観点から注

目を集めるかもしれない。
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